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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

  

回次 第37期中 第38期中 第39期中 第37期 第38期 

会計期間 

自 平成15年 
  ７月１日 
至 平成15年 
  12月31日 

自 平成16年
  ７月１日 
至 平成16年 
  12月31日 

自 平成17年
  ７月１日 
至 平成17年 
  12月31日 

自 平成15年 
  ７月１日 
至 平成16年 
  ６月30日 

自 平成16年
  ７月１日 
至 平成17年 
  ６月30日 

売上高 (千円) 3,050,591 2,750,270 3,059,013 5,621,868 5,589,047

経常利益 (千円) 288,311 108,207 213,193 341,086 108,857

中間(当期)純利益 (千円) 160,113 58,223 61,317 194,745 54,832

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ─ ─ ─ ─ ─

資本金 (千円) 359,500 470,300 470,300 470,300 470,300

発行済株式総数 (株) 2,600,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000

純資産額 (千円) 2,579,777 2,921,478 2,949,404 2,893,254 2,918,087

総資産額 (千円) 4,273,400 5,046,736 4,629,423 4,435,280 4,408,705

１株当たり純資産額 (円) 992.22 973.83 983.13 964.42 972.70

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 61.58 19.41 20.44 74.24 18.28

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ─ ─ ─ ─ ─

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 0.0 0.0 0.0 10.00 10.00

自己資本比率 (％) 60.4 57.9 63.7 65.2 66.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 188,558 △174,276 195,555 502,676 △207,898

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △115,637 △806,221 337,489 △154,349 △945,632

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △26,000 470,000 △30,000 230,696 △30,000

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 987,188 1,008,793 838,805 1,519,290 335,760

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
241 
(24)

241
(20)

233
(20)

247 
(21)

242
(21)



２ 【事業の内容】 

   当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

 該当事項は有りません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の従業員の状況 

(平成17年12月31日現在) 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員は就業人員であり、臨時雇用者は( )内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成しておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名) 233 (20) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間会計期間における建設業界は、民間設備投資は堅調に推移いたしましたが、国・地方の公共事業の削減、

原油の高騰による資材価格の上昇により厳しい環境が続いております。 

当社はこのような状況下で、ダイヤモンド工法事業では橋梁耐震関連工事、ＪＲ・電鉄駅改修関連工事、都市再

生開発関連工事、民間設備投資関連工事に加え新潟県中越地震復旧関連の営業展開を強化いたしました。ウォータ

ージェット工法事業では公共事業補修関連工事に加え超高圧ジェットマシンの多様化による民間工場の市場拡大を

図りました。売上高につきましては、ダイヤモンド工法事業、ウォータージェット工法事業共に前中間期の実績を

上回り前年同期比11.2％増の3,059,013千円となりました。 

ダイヤモンド工法事業は、地方公共事業の削減と過当競争による受注金額の低下の影響はありましたが、MM21線

横浜地下鉄関連工事、東京国際空港Ａ滑走路関連工事、千葉支社管内ラーメン高架橋耐震補強関連工事等の受注は

順調に推移し、売上高は前年同期比9.8％増の2,645,899千円となりました。 

また、ウォータージェット工法事業は、公共事業では第一ガラス固化体貯蔵建屋東棟（ＫＢＥ）の迷路板改造関

連工事、構造物補修工事17関連工事等を受注し、民間工場では、工業地帯の石油工場や化学工場の洗浄工事の受注

により、売上高は前年同期比21.4％増の413,114千円となりました。 

売上総利益は、原油の高騰により車両費、材料費は増加となりましたが、作業効率の向上、賃借料の削減等によ

り前年同期比16.7％増の913,475千円となりました。 

 営業利益は、人件費、修繕費は増加いたしましたが接待交際費、支払手数料の削減等により前年同期比111.4％

増の199,999千円となり、経常利益は、前年同期比97.0％増の213,193千円となりました。尚、中間純利益は、固定

資産の減額に係る会計基準の導入等により特別損失129,804千円が発生いたしましたが、前年同期比5.3％増の

61,317千円となりました。 

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

   当中間会計期間におけるキャッシュ・フローは、営業活動により195,555千円、投資活動により337,489千円増加

する一方、財務活動により30,000千円の減少となった結果、当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下

「資金」という）は、503,045千円増加し、当中間期末残高は、838,805千円となりました。主な要因は次のとおり

です。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間における営業活動の資金は、売上債権の増加額が前中間会計期間より減少したこと等により、

195,555千円の増加（前年同期は、174,276千円の減少）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間における投資活動の資金は、土地建物の有形固定資産の売却による収入等があり、337,489千円の

増加（前年同期は、806,221千円の減少）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

当中間会計期間における財務活動の資金は、配当金の支払いによる支出があったため、30,000千円の減少（前年

同期は、470,000千円の増加）となりました。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 



(1) 生産実績 

当社の事業は建設業の一部であり、建設業では生産実績を定義することが困難である為、「生産の状況」は記載

しておりません。 

  

(2) 受注実績 
  

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社では、受注が工事日の１～２日前に確定することが多く、工期が数時間と短く、金額が僅少な工事が多いため、日々

の工事施工終了時に売上を計上しております。従って、売上金額と受注実績は同額として記載しております。 

  

(3) 売上実績 

  
(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社の事業は請負形態を取っており、販売実績という定義は実態にそぐわないため、売上実績を記載しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

区分 

当中間会計期間 
(平成17年７月１日から 
平成17年12月31日まで) 

金額(千円) 前年同期比(％) 

ダイヤモンド工法事業 2,645,899 109.8 

ウォータージェット工法事業 413,114 121.4 

合計 3,059,013 111.2 

区分 

当中間会計期間 
(平成17年７月１日から 
平成17年12月31日まで) 

金額(千円) 前年同期比(％) 

ダイヤモンド工法事業 2,645,899 109.8

ウォータージェット工法事業 413,114 121.4

合計 3,059,013 111.2



建設業における受注工事高及び施工高の状況 

① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 
  

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社では、受注が工事日の１～２日前に確定することが多く、工期が数時間と短く、金額が僅少な工事が多いため、日々

の工事施工終了時に売上を計上しております。従って、当期完成工事高と当期受注高は同額として記載しております。 

３ 当社では、毎日の施工高を全て完成工事高として計上しているため、繰越工事高はありません。従って、当期施工高は当

期完成工事高に一致します。 

  

② 受注工事の受注方法別比率 

工事受注方法は、特命と競争に大別されます。 

  

(注) １ 百分比は請負金額比であります。 

２ 公共事業はその多くが競争受注(競争入札)ですが、当社は公共事業を直接受注しないため特命と記載いたしました。 

  

  

  

  

  

  

  

期別 工事種別 
前期繰越 
工事高 
(千円) 

当期受注
工事高 
(千円) 

計
(千円) 

当期完成
工事高 
(千円) 

次期繰越工事高 
当期施工高
(千円) 手持工事高

(千円) 
うち施工高 
(千円) 

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

ダイヤモンド 
工法事業 ― 2,409,900 2,409,900 2,409,900 ― ―％ ― 2,409,900

ウォータージェ
ット工法事業 ― 340,370 340,370 340,370 ― ―％ ― 340,370

当中間会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

ダイヤモンド 
工法事業 ― 2,645,899 2,645,899 2,645,899 ― ―％ ― 2,645,899

ウォータージェ
ット工法事業 ― 413,114 413,114 413,114 ― ―％ ― 413,114

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

ダイヤモンド 
工法事業 ― 4,928,790 4,928,790 4,928,790 ― ―％ ― 4,928,790

ウォータージェ
ット工法事業 ― 660,257 660,257 660,257 ― ―％ ― 660,257

期別 区分 特命(％) 競争(％) 計(％) 

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

ダイヤモンド工法事業 100 ― 100

ウォータージェット工法事業 100 ― 100

当中間会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

ダイヤモンド工法事業 100 ― 100

ウォータージェット工法事業 100 ― 100

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

ダイヤモンド工法事業 100 ― 100

ウォータージェット工法事業 100 ― 100



③ 完成工事高 

  

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は、公共事業関連の工事を多く施工しておりますが、当社への直接発注者は全件が民間企業であります。 

３ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。 

４ 売上高のうち主なものは次のとおりであります。 

前中間会計期間（自平成16年７月１日 至平成16年12月31日) 

     (1) ダイヤモンド工法事業 

          三井住友建設株式会社     室町三井新館新築工事に伴う付帯工事      51,105千円 

       河本工業・関東建設工業ＪＶ  太田跨線橋撤去工事              43,365千円 

       株式会社宮地鐵工所      東京外環自動車道三郷西高架橋補修工事     40,000千円 

       鹿島道路・北川・東洋ＪＶ   中部国際空港 滑走路・誘導路舗装工事(その１) 26,724千円          

        (2) ウォータージェット工法事業 

             株式会社鴻池組           第二板橋給水所配水池補修工事                50,000千円 

       鉄建建設株式会社       上越線浦佐・長岡間魚野川B他災害応急工事   31,000千円 

  

当中間会計期間（自平成17年７月１日 至平成17年12月31日) 

     (1) ダイヤモンド工法事業     

      (2) ウォータージェット工法事業 

  

なお、当社は原則として発注元の発注単位に基づき日々施工終了した工事について売上高を計上しておりますが、上記の

金額は、発注元の工事案件ごとに集計して記載しております。 

  

④ 手持工事高 

当社は、継続的な施工の発注がなされることがありますが、受注金額が合理的に見積もれないため、手持工事

高の記載は行っておりません。 

  

期別 区分 官公庁(千円) 民間(千円) 計(千円) 

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

ダイヤモンド工法事業 ― 2,409,900 2,409,900

ウォータージェット工法事業 ― 340,370 340,370

当中間会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

ダイヤモンド工法事業 ― 2,645,899 2,645,899

ウォータージェット工法事業 ― 413,114 413,114

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

ダイヤモンド工法事業 ― 4,928,790 4,928,790

ウォータージェット工法事業 ― 660,257 660,257

鉄建建設株式会社 ＭＭ21線横浜地下鉄南部新設他８ 50,500千円

みらい建設工業・本間ＪＶ  東京国際空港Ａ滑走路外地盤改良工事（その２） 46,375千円

東鉄工業株式会社 千葉支社管内ラーメン高架橋耐震補強工事（その

２） 

41,160千円

岩田建設株式会社 一般国道12号 札幌市苗穂道路改良工事 36,500千円

株式会社大林組 第一ガラス固化体貯蔵建屋東棟(KBE)の迷路板  

  改造工事のうち建築工事 29,000千円

 株式会社昭和エンジニアリング  構造物補修工事17 20,430千円



３ 【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

多様化する顧客ニーズに対応し、生産性の向上と安全性を確保するため整備開発課により施工技術の改良、新技術

の開発、環境を配慮した技術開発に取り組んでおります。ダイヤモンド工法では、冷却水の削減と汚泥回収の効率化

を図るため、ワイヤーソー・コアドリリングの乾式化を推進し、汚泥処理装置を導入し実験を行っております。ま

た、安全性と耐久性及び施工の効率向上のため、多目的ダイヤモンドビットの研究開発を行っております。 

さらに、ウォータージェット工法では、試験施工を行い各工場に対応した機器の改良・冶具の選定・技術の習得を

行い、営業活動の強化を図っております。 

 なお当中間会計期間における研究開発費は 13,869千円でありました。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備状況に重要な変更はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】  

(1)重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりであります。 

（注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

  (2)重要な設備の新設除却等 

    当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は

ありません。 

 また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

  

事業所名 

（所在地） 
事業の内容 内容 

投資予定金額 
資金調達方

法 
総額 

（千円） 

既支払額 

（千円） 

茅ヶ崎営業所 

（神奈川県茅ヶ崎市） 
すべての事業 

車両運搬具 

機械装置 
31,360 25,060 自己資金 

水戸営業所 

（茨城県水戸市） 
ずべての事業 

車両運搬具 

機械装置 
13,900 ― 自己資金 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

  

② 【発行済株式】 
  

(注) 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 
  

  

  
  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

種類 
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成17年12月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年３月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 3,000,000 3,000,000
ジャスダック
証券取引所 

（注） 

計 3,000,000 3,000,000 ─ ─ 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年12月31日  ─ 3,000,000 ─ 470,300 ─ 465,100



(4) 【大株主の状況】 

平成17年12月31日現在 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年12月31日現在 

(注) 権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権30個)含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総
数に対する 
所有株式数の
割合(％) 

永野 良夫 神奈川県茅ヶ崎市共恵２丁目６番３９号 437,300 14.58

渡辺  隆 神奈川県三浦郡葉山町堀内５２４番地 433,950 14.47

植村 駿吉 神奈川県茅ヶ崎市東海岸南６丁目１番３８号 390,050 13.00

旭ダイヤモンド工業株式会社 東京都千代田区紀尾井町４番１号 150,000 5.00

第一カッター興業従業員持株会 神奈川県茅ヶ崎市萩園８３３番地 145,200 4.84

富国生命保険相互会社 東京都千代田区内幸町２丁目２番２号 100,000 3.33

エイアイユーインシュアランスカンパ
ニー・オーアルディー４プロド 

東京都品川区東品川２丁目３番１４号
 (常代)シテイバンク、エヌ・エイ東京支店 

100,000 3.33

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－１０ 73,400 2.45

赤羽根 昭夫 神奈川県茅ヶ崎市矢畑１３０４番１０号 61,400 2.05

鈴木 健二 神奈川県三浦郡葉山町堀内１５５５番地 55,000 1.83

計 ― 1,946,300 64.88

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ─ ─ ─ 

議決権制限株式(自己株式等) ─ ─ ─ 

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─ 

完全議決権株式(自己株式等) ─ ─ ─ 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

2,999,800 
29,998 (注) 

単元未満株式 
普通株式 

200 
─ ─ 

発行済株式総数 3,000,000 ─ ─ 

総株主の議決権 ─ 29,998 ─ 



② 【自己株式等】 

平成17年12月31日現在 

    

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

─ ─ ─ ─ ─ ─ 

計 ─ ─ ─ ─ ─ 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高(円) 726 750 729 722 860 1,664

最低(円) 705 706 660 682 704 854



３ 【役員の状況】 

  

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づき同規則及び、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）により

作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年７月１日から平成16年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年７月１日から平成16年12月31日まで)及

び当中間会計期間(平成17年７月１日から平成17年12月31日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人により中

間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年12月31日) 

当中間会計期間末 

(平成17年12月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年６月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

現金預金    1,108,793 1,088,805   435,760 

受取手形 ※３  97,156 112,180   106,758 

完成工事未収入金    1,207,921 1,315,827   1,124,680 

材料貯蔵品    72,579 75,852   71,232 

その他    41,623 53,957   79,706 

貸倒引当金    △14,124 △31,655   △8,943 

流動資産合計    2,513,949 49.8 2,614,968 56.5   1,809,194 41.0

Ⅱ 固定資産          

有形固定資産 ※1,2        

土地    1,462,551 933,895   1,507,151 

その他    447,984 436,098   463,839 

計    1,910,536 1,369,993   1,970,991 

無形固定資産    6,074 4,528   5,306 

投資その他の資産          

繰延税金資産    425,718 431,438   424,667 

その他    209,002 222,576   218,390 

貸倒引当金    △18,544 △14,082   △19,844 

計    616,176 639,933   623,213 

固定資産合計    2,532,786 50.2 2,014,454 43.5   2,599,510 59.0

資産合計    5,046,736 100.0 4,629,423 100.0   4,408,705 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年12月31日) 

当中間会計期間末 

(平成17年12月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年６月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

工事未払金    305,620 293,780   244,761 

短期借入金    500,000 ―    ― 

未払法人税等    48,274 104,975   ― 

賞与引当金    24,355 21,670   17,742 

その他 ※４  224,134 226,913   201,396 

流動負債合計    1,102,384 21.8 647,339 14.0   463,900 10.5

Ⅱ 固定負債          

退職給付引当金    603,893 601,139   598,902 

役員退職慰労引当金    418,980 431,540   427,815 

固定負債合計    1,022,873 20.3 1,032,679 22.3   1,026,717 23.3

負債合計    2,125,257 42.1 1,680,018 36.3   1,490,618 33.8

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    470,300 9.3 470,300 10.2   470,300 10.7

Ⅱ 資本剰余金          

資本準備金    465,100 465,100   465,100 

資本剰余金合計    465,100 9.2 465,100 10.0   465,100 10.5

Ⅲ 利益剰余金          

利益準備金    25,000 25,000   25,000 

任意積立金    1,850,000 1,870,000   1,850,000 

中間(当期)未処分 
利益    111,078 119,004   107,687 

利益剰余金合計    1,986,078 39.4 2,014,004 43.5   1,982,687 45.0

資本合計    2,921,478 57.9 2,949,404 63.7   2,918,087 66.2

負債資本合計    5,046,736 100.0 4,629,423 100.0   4,408,705 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高          

完成工事高    2,750,270 100.0 3,059,013 100.0   5,589,047 100.0

Ⅱ 売上原価 ※4        

完成工事原価    1,967,463 71.5 2,145,537 70.1   4,093,642 73.2

売上総利益          

完成工事総利益    782,806 28.5 913,475 29.9   1,495,405 26.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※4  688,220 25.0 713,476 23.3   1,415,116 25.3

営業利益    94,586 3.4 199,999 6.5   80,288 1.5

Ⅳ 営業外収益 ※１  14,737 0.5 13,527 0.4   31,314 0.6

Ⅴ 営業外費用    1,115 0.0 333 0.0   2,746 0.1

経常利益    108,207 3.9 213,193 7.0   108,857 1.9

Ⅵ 特別利益 ※2  4,319 0.2 42,829 1.4   4,650 0.1

Ⅶ 特別損失 ※3 
※5  10,127 0.4 129,804 4.2   11,875 0.2

税引前中間(当期) 
純利益    102,400 3.7 126,218 4.1   101,632 1.8

法人税、住民税 
及び事業税   43,690   100,024 29,231   

法人税等調整額   486 44,176 1.6 △35,123 64,900 2.1 17,568 46,799 0.8

中間(当期)純利益    58,223 2.1 61,317 2.0   54,832 1.0

前期繰越利益    52,854 57,687   52,854 

中間(当期)未処分利益    111,078 119,004   107,687 

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日)

当中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税引前中間(当期)純利益  102,400 126,218 101,632

減価償却費  58,347 55,292 125,292

減損損失  ― 71,547 ―

貸倒引当金の増加額 
(△減少額) 

 1,214 16,950 △2,666

役員退職慰労引当金の 
増加額(△減少額) 

 8,717 3,725 17,552

退職給付引当金の増加額 
(△減少額) 

 △7,802 2,236 △12,793

賞与引当金の増加額 
(△減少額) 

 75 3,928 △6,538

未払費用の増加額 
(△減少額) 

 9,502 3,618 5,678

未払金の増加額(△減少額)  25,870 24,536 3,350

貸倒損失  1,667 1,677 2,069

未払消費税の増加額 
(△減少額) 

 △4,540 15,401 △20,066

長期前払費用償却額  161 145 300

受取利息及び受取配当金  △3 0 △38

支払利息  1,091 333 2,336

有形固定資産売却益  △83 △30,553 △295

受取保険金  ― △12,275 ―

保険解約返戻金  △1,129 ― △1,129

特別受取保険金  △3,058 ― △3,058

建物解体費用  ― 48,999 ―

有形固定資産売却損  2,031 812 3,616

有形固定資産除却損  596 4,918 758

売上債権の減少額 
(△増加額) 

 △348,520 △190,310 △273,566

材料貯蔵品の減少額 
(△増加額) 

 △17,026 △4,620 △15,679

工事未払金の増加額 
(△減少額) 

 147,735 49,018 86,876

その他  △25,979 △19,352 △1,823

小計  △48,734 172,249 11,807

利息及び配当金の受取額  3 0 38

利息の支払額  △2,317 △333 △2,336

保険金の受取額  ― 12,275 ―

保険解約返戻金の受取額  1,129 ― 1,129

特別保険金の受取額  3,058 ― 3,058

建物解体費用の支払額  ― △48,999 ―

法人税等の還付額  ― 60,363 ―

法人税等の支払額  △127,415 ― △221,595

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △174,276 195,555 △207,898



  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日)

当中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

定期預金の 
預入による支出 

 ― △150,000 ―

有形固定資産の 
取得による支出 

 △797,046 △110,888 △925,974

有形固定資産の 
売却による収入 

 677 610,646 1,447

無形固定資産の 
取得による支出 

 ― ― △10

貸付けによる支出  ― △2,000 ―

貸付金の回収による収入  240 90 330

保険積立金の 
支払による支出 

 △9,855 △10,379 △20,235

その他  △236 21 △1,190

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △806,221 337,489 △945,632

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入れによる収入  500,000 550,000 500,000

短期借入金の 
返済による支出 

 ― △550,000 △500,000

配当金の支払額  △30,000 △30,000 △30,000

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 470,000 △30,000 △30,000

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 
(△減少額) 

 △510,497 503,045 △1,183,530

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 1,519,290 335,760 1,519,290

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 1,008,793 838,805 335,760

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

１ 資産の評価基準及び

評価方法 
(1) たな卸資産 
  材料貯蔵品 
   先入先出法による原価法を

採用しております。 

(1) たな卸資産

  材料貯蔵品 
同左 

(1) たな卸資産 
  材料貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却

の方法 
(1) 有形固定資産 
  定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備

は除く)については定額法を採

用しております。 
  なお、主な耐用年数は以下の

通りであります。 
  建物及び構築物 ７年～37年 
  機械装置及び車両運搬具 
          ５年～６年 

(1) 有形固定資産

同左  
(1) 有形固定資産 

同左   

  (2) 無形固定資産 
  自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法を採

用しております。 

(2) 無形固定資産

同左 
(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 
  均等償却によっております。 
  なお、償却期間については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

(3) 長期前払費用

同左 
(3) 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
  売上債権、貸付金等の貸倒に

よる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

(1) 貸倒引当金

同左 
(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 
  従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。 

(2) 賞与引当金

同左 
(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額(簡便法)に基づき、当中間

会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

(3) 退職給付引当金

同左 
(3) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

(簡便法)に基づき、計上してお

ります。 

  (4) 役員退職慰労引当金 
  役員の退職金支給に備えるた

め、取締役規程及び監査役規程

に基づく中間期末要支給額を計

上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金

同左 
(4) 役員退職慰労引当金 
  役員の退職金支給に備えるた

め、取締役規程及び監査役規程

に基づく期末要支給額を計上し

ております。 



  

  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

４ リース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５ 中間キャッシュ・フ

ロー計算書(キャッシ

ュ・フロー計算書)に

おける資金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

同左  キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

６ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のた

めの基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

  

―――――――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の 

減損に係る会計基準（「固定資産の 

減損に係る会計基準の設定に関する 

意見書」（企業会計審議会 平成14 

年８月９日））及び「固定資産の減 

損に係る会計基準の適用指針」（企 

業会計基準適用指針第６号 平成15 

年10月31日）を適用しております。 

これにより税引前中間純利益は 

41,762千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について 

は、改正後の中間財務諸表等規則に 

基づき各資産の金額から直接控除し 

ております。 

  

  

―――――――――― 



 追加情報 

  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が4,309千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益が

4,309千円減少しております。 

  

―――――――――― 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

    この結果、販売費及び一般管

理費が7,957千円増加し、営業

利益、経常利益及び税引前当

期純利益が7,957千円減少して

おります。 

前中間会計期間末 
(平成16年12月31日) 

当中間会計期間末
(平成17年12月31日) 

前事業年度末 
(平成17年６月30日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は1,079,962千円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は1,050,725千円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は 1,124,381千円でありま

す。 

※２ 下記の資産は借入金500,000

千円の担保に供しておりま

す。 

土地 150,000千円

※２  

――――――――― 

※２  

――――――――― 

※３  受取手形裏書譲渡高は

319,452千円であります。 

※３  受取手形裏書譲渡高は

422,224千円であります。 

※３  受取手形裏書譲渡高は

285,559千円であります。 

※４ 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。 

※４ 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。 

  

  

――――――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取家賃 10,774千円

受取事務手数料 1,528千円

  

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取家賃 3,225千円

受取保険金 3,594千円

  

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取家賃 20,774千円

受取保険金 2,542千円

受取事務手数料 3,100千円

  

――――――――― 

※２ 特別利益のうち主要なもの 

有形固定資産
売却益 

 土地 62,369千円

 建物等 △31,815千円

   計 30,553千円

  

――――――――― 

  

――――――――― 

※３ 特別損失のうち主要なもの 

建物解体費用 48,999千円

  

  

――――――――― 

※２ 減価償却実施額 

有形固定資産 57,569千円

無形固定資産 778千円

※４ 減価償却実施額 

有形固定資産 54,514千円

無形固定資産 777千円

※２ 減価償却実施額 

有形固定資産 123,736千円

無形固定資産 1,556千円

  

――――――――― 

※５ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

  

  

 当社は、事業用資産については管

理会計上の区分を基準に営業所単位

に、遊休資産については、個別物件

単位でグルーピングしております。

おな、本社については独立したキャ

ッシュ・フローを生み出さないこと

から共用資産としております。 

用途：事業用資産
  
場所：北海道札幌市 
  
種類：土地及び建物、その他 
  
合計：41,762千円 
  
内訳：土地  27,123千円 
   建物   3,719千円 
   その他 10,918千円 
  
  
用途：事業用資産
  
場所：神奈川県茅ヶ崎市 
  
種類：建物 
  
合計：29,785千円 
  
内訳：建物 29,785千円 
  

  

――――――――― 



  

  

  

  

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

   札幌市の事業用資産については、

経営環境の悪化及び不動産価格の下

落により、帳簿価額を回収可能価額

まで減額いたしました。 

 茅ヶ崎市の物件については、建物

一部の解体を決定したため、帳簿価

額を回収可能価額まで減額いたしま

した。 

  

 なお、回収可能価額は、正味売却

価額（処分見込価額から処分見込費

用を控除した金額）により測定して

おります。 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成16年12月31日現在) 

現金預金勘定 1,108,793千円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金 

△100,000 

現金及び 
現金同等物 

1,008,793 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成17年12月31日現在) 

現金預金勘定 1,088,805千円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金 

△250,000

現金及び 
現金同等物 

838,805

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

(平成17年６月30日現在) 

現金預金勘定 435,760千円

預入期間が
３ヶ月を超える 
定期預金 

△100,000 

現金及び
現金同等物 

335,760 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  (注) 取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間 
期末残高
相当額 
(千円) 

車両 
運搬具 ― ― ―

  (注) 取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間
期末残高
相当額 
(千円) 

車両 
運搬具 ― ― ―

  (注) 取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定しております。 

取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

車両
運搬具 ― ― ―

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  (注) 未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法に

より算定しております。 

１年以内 ―千円

１年超 ―千円

合計 ―千円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  (注) 未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法に

より算定しております。 

１年以内 ―千円

１年超 ―千円

合計 ―千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

  (注) 未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利

子込み法により算定して

おります。 

１年以内 ―千円

１年超 ―千円

合計 ―千円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 532千円

減価償却費 
相当額 

532千円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 ―千円

減価償却費
相当額 

―千円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 532千円

減価償却費
相当額 

532千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年12月31日) 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年12月31日) 

 該当事項はありません。 

  

  

前事業年度末(平成17年６月30日) 

     該当事項はありません。 

  



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間(自 平成16年７月１日 至 平成16年12月31日) 

当社は、デリバティブ取引を行っていませんので、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日) 

当社は、デリバティブ取引を行っていませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日) 

当社は、デリバティブ取引を行っていませんので、該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成16年７月１日 至 平成16年12月31日) 

持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

  

当中間会計期間(自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日) 

持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

  

前事業年度(自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日) 

持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。 
  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

１株当たり純資産額 973円83銭 １株当たり純資産額 983円13銭 １株当たり純資産額 972円70銭 

１株当たり中間純利益 19円41銭 １株当たり中間純利益 20円44銭 １株当たり当期純利益 18円28銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日)

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日)

中間損益計算書(損益計算
書)上の中間(当期)純利益
(千円) 

58,223 61,317 54,832 

普通株主に帰属しない金額
(千円) 

─ ─ ─ 

普通株式に係る中間(当期)
純利益(千円) 

58,223 61,317 54,832 

普通株式の期中平均株式数
(千株) 

3,000 3,000 3,000 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

 当社は、平成16年８月６日開催の

取締役会において、業績拡大のた

め、神奈川県茅ヶ崎市萩園字上ノ前

833番1の土地、建物取得を決議し、

平成16年８月20日に取得しておりま

す。平成17年７月15日開催の当社取

締役会において、茅ヶ崎営業所及び

本社の移転を決議し、下記の物件を

譲渡すること決定し、実施いたしま

した。 

  

 譲渡資産の内容 

  土地 神奈川県茅ヶ崎市柳島一丁

目716番1 他２筆 

  建物 神奈川県茅ヶ崎市柳島一丁

目716番1 他 

  社屋として使用 

 譲渡先 株式会社新日本建物 

 譲渡価格 628百万円 

 帳簿価格 579百万円 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第38期) 

自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日 

  
平成17年９月28日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年３月24日

第一カッター興業株式会社 

 取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている第一カ

ッター興業株式会社の平成16年７月１日から平成17年６月30日までの第38期事業年度の中間会計期間(平成16年７月１日

から平成16年12月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フ

ロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、第一カッター興業株式会社の平成16年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成16

年７月１日から平成16年12月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  寺  本     哲  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  國     健  一  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年３月27日

第一カッター興業株式会社 

 取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている第一カ

ッター興業株式会社の平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第39期事業年度の中間会計期間(平成17年７月１日

から平成17年12月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フ

ロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、第一カッター興業株式会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成17

年７月１日から平成17年12月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減

損に係る会計基準及び同適用指針を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  寺  本     哲  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  國     健  一  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 
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